
平成２６年度 市町村決算のポイント

【普通会計決算の状況】

１ 決算規模は，歳入が３，８３５億円で，前年度より３．２％増加し，歳出が３，６８０億円
で，前年度より３．０％増加している。
決算額のうち，東日本大震災に関する復旧・復興事業及び全国防災事業に係る

「東日本大震災分」（歳入１０億円，歳出１０億円）を除いた「通常収支分」は，
歳入が３，８２５億円で，前年度より４．６％の増加，歳出が３，６７０億円で，前年度より
４．４％の増加となっている。
歳入，歳出とも，平成２２年度決算以降減少傾向にあったが，平成２５年度決算で増加に

転じ，２年連続の増加となり，全国市町村の増減率（通常収支分の速報値：歳入１．９％増加，
歳出２．２％増加）も上回っている。

２ 決算収支では，実質収支は１０，８０２百万円の黒字となっている。
また，実質単年度収支は，前年度に比べ２２１百万円減少し，６，７３９百万円の黒字で，

平成１７年度決算から１０年連続の黒字となっている。
なお，実質収支が赤字の団体はない。

３ 歳入では，前年度と比べ，実質的な地方交付税（地方交付税と臨時財政対策債）が
１．１％減少したものの，地方税が２．５％増加，地方債が９．５％増加したことなどにより，
２年連続の増加となった。
なお，一般財源は，昨年度並みの水準となっている。
歳出においても，歳入と同様，２年連続増加となった。
これは，前年度と比べ，義務的経費が，国の要請による給与削減措置の終了による人件費の

増加や，臨時福祉給付金などの増加による扶助費の増加により，２．５％の増加となったこと
に加え，投資的経費も，災害復旧事業費の大幅な増加により１．９％の増加となったことに
よる。

４ 経常収支比率は，平成２３年度から臨時財政対策債などの経常一般財源の減少により，
悪化の傾向にあったが，平成２５年度に人件費及び公債費の減少などにより改善したものの，
平成２６年度においては人件費，扶助費などの増加により，県加重平均で８７．１％と，
０．９ポイント悪化している。
一方，実質公債費比率は，県加重平均で８．０％であり，８年連続で改善している。
なお，実質公債費比率が１８％以上の地方債許可団体はない。

５ 地方債現在高は３７７，３９７百万円で，臨時財政対策債などの増加により，１．４％増加
しており，ピークであった平成１５年度末から９年連続減少していたが，平成２５年度末から
増加に転じ，２年連続の増加となった。
さらに，実質的な地方交付税の一部である臨時財政対策債を除く地方債現在高は，

平成１３年度末から１３年連続の減少となっている。
なお，地方債発行額は，旧市町村合併特例事業債などの増加により，３年連続で

増加している。

６ 基金残高は１６７，１４６百万円で，財政調整基金，減債基金で増加しており，前年度末
から４，６４６百万円，２．９％増加し，９年連続の増加となっているが，これまでと同様に，
団体間で大きな残高差が生じている。

【公営企業会計決算の状況】

１ 事業数は、平成２６年度末現在９３事業で前年度末と同数であるが、内訳では、宅地造成
事業が１事業減、工業用水道事業が１事業増となっている。

２ 平成２６年度は，地方公営企業会計基準の見直し後，最初適用事業年度の決算である。
これに伴い，特別損失の計上などによる総費用の増加などがあり，決算規模は７年ぶりの

増加，総収支については，６年ぶりの赤字となっている。
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３ 決算規模（歳出総額）は，５７，９９０百万円で，前年度より４，６４０百万円，８．７％
の増加となっている。
また，事業別にみると，病院事業が最も大きく，次いで水道事業，下水道事業の順となって

おり，当該３事業で全体の８８．１％を占めている。

４ 経営状況は，全体の総収支では，２，０５５百万円の赤字となっている。
また，事業を開始している９１事業のうち，黒字は７８事業で全体の８５．７％（黒字額：

１，９６５百万円）であり，赤字は１３事業で全体の１４．３％（赤字額：４，０２０百万円）
となっている。

５ 料金収入は，２９，２６２百万円で，病院事業及び下水道事業では増加しているが，多くの
事業が減少傾向にあり，前年度に比べて３６４百万円，１．２％減少している。
なお，総収益に占める料金収入比率は，全体で７１．３％となっており，介護サービス事業

が８７．０％と最も高く，一方，下水道事業が３１．６％と最も低くなっている。

６ 建設投資の財源である企業債発行額は，５，９６８百万円であり，下水道事業において建設
改良の事業費が減少したため，前年度より３０７百万円，４．９％の減少となっている。
また，企業債現在高は，１６８，５３２百万円で，水道事業や下水道事業などの事業進捗に

より，前年度より３，５１１百万円，２．１％減少している。

７ 他会計繰入金は，１２，０２８百万円で，簡易水道事業や交通事業などでは減少したものの，
病院事業や下水道事業などで増加したため，全体では，前年度より１３９百万円，１．２％の
増加となっている。

８ 地方公営企業法の適用企業において，営業活動によって生じた各事業年度の損失（赤字）額
を累積した累積欠損金は，１４，８１２百万円であり，前年度より１，５４５百万円，
１１．６％増加している。なお，累積欠損金を有する事業数は３３事業中９事業であり，
前年度より３事業の減となっている。
また，資金の不足額を示す不良債務は２，６８０百万円であり，前年度より４７百万円，

１．７％減少している。なお，不良債務を有する事業数は，交通事業及び観光施設事業の
２事業となっている。

【健全化判断比率等の状況】

１ 健全化判断比率の４指標（実質赤字比率，連結実質赤字比率，実質公債費比率，
将来負担比率）においては，早期健全化基準以上に該当する団体はない。

２ 公営企業の資金不足比率においても，経営健全化基準以上に該当する公営企業会計はない。

【 む す び 】

平成２６年度の市町村の普通会計決算は，全国的に，通常収支分において，義務的経費や
投資的経費の増加により２年連続で増加しており，本県市町村でも，人件費や扶助費の増加に
伴う義務的経費の増加に加え，災害復旧事業費の大幅な増加に伴い投資的経費も増加したこと
から，全体額は増加しており，その増加率についても全国をやや上回っている。

本県市町村の財政状況は，定員管理の適正化，行政サービスや経費の見直し，歳入の確保や
公債費の抑制などの行財政改革の取り組みに加え，平成２０年度以降の国の経済対策や
地方交付税制度をはじめとする地方財政措置の充実により，引き続き改善傾向にあるものの，
今後本格化する社会保障制度改革などによる財政運営への影響も懸念される状況にある。

各市町村においては，統一的な基準による地方公会計の整備や公共施設等総合管理計画の
策定など，財政の「見える化」を推進し，一層の財政健全化に努めながら，人口減少の克服の
ため，地域の特性を活かした自律的で持続的な社会の創生を目指す「地方創生」の取組みは
もとより，東日本大震災の教訓を踏まえた防災・減災対策など，喫緊の課題に積極的に
取り組んでいくことが期待されている。
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平成２６年度 普通会計決算の概要

１ 決算規模

平成２６年度の県内２４市町村の普通会計の決算規模は，

歳入決算額３８３，５０３百万円（対前年度＋１１，７６６百万円 ＋３．２％）

歳出決算額３６８，０１５百万円（対前年度＋１０，５９３百万円 ＋３．０％）

となっている。

決算額のうち，東日本大震災に関する復旧・復興事業及び全国防災事業に係る

「東日本大震災分」は，歳入で１，００９百万円（歳入の０.３％），歳出で

１，００９百万円（歳出の０.３％）となっている。

歳入決算額は，地方税や地方債等が増加し，２年連続の増加となっている。

歳出決算額は，公債費，普通建設事業費等は減少となったものの，人件費や扶助費等

が増加し，２年連続の増加となっている。

■決算規模の状況 （単位：百万円,％）

決 算 額 増減率 決 算 額 増減率 決 算 額 増減率

歳入総額 362,657 △ 0.7 371,737 2.5 383,503 3.2

歳出総額 349,736 △ 0.8 357,422 2.2 368,015 3.0

区　分
平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

kanrisya
タイプライタ
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２ 決算収支

平成２６年度の歳入歳出の差引（形式収支）は，１５，４８８百万円の黒字となって

いる。

次に，形式収支から翌年度に繰り越すべき財源（４，６８７百万円）を控除した

実質収支は，１０，８０２百万円の黒字となっている。

今年度，実質収支が赤字となった団体はない。

実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は，今年度は

１，１６９百万円の黒字となっている。また，財政調整基金への積立て・取崩し，

繰上償還金を加味した実質単年度収支は，６，７３９百万円の黒字となっているものの，

黒字幅は前年度に比べて２２１百万円減少している。

■決算収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度
（ア）

平成25年度
（イ）

歳入総額 (A) 383,503 371,737 11,766

歳出総額 (B) 368,015 357,422 10,593

歳入歳出差引 (C)   (A)-(B) 15,488 14,314 1,174

翌年度に繰り越すべき財源 (D) 4,687 4,681 6

実質収支 (E)   (C)-(D) 10,802 9,633 1,169

単年度収支 (F) 1,169 1,153 16

積立金 (G) 7,075 7,367 △ 292

繰上償還金 (H) 714 1,031 △ 317

積立金取崩し額 （Ｉ） 2,218 2,590 △ 372

実質単年度収支 (F)+(G)+(H)-(I) 6,739 6,960 △ 221

※端数処理の関係上，計や差引が合わないことがある。

区　　　　分

決 算 額
増減額

（ア－イ）

kanrisya
タイプライタ
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３ 歳入の状況

平成２６年度の歳入決算額は３８３，５０３百万円で，前年度に比べて

１１，７６６百万円，３．２％の増加となっている。

また，一般財源総額は２１８，８５０百万円で，前年度に比べて１，８７８百万円の

増加となっており，構成比では５７．１％となっている。

（１）地方税（市町村税）

地方税は１０４，１６４百万円で，前年度に比べて２，５７７百万円，

２．５％の増加となっている。

市町村民税は４６，８６４百万円で，前年度に比べて３，１３６百万円，

７．２％の増加となっている。

（２）地方交付税

地方交付税は９９，８４０百万円で，前年度に比べて７８６百万円，０．８％の

減少となっている。

（３）国庫支出金

国庫支出金は４８，６０６百万円で，前年度に比べて４，１５０百万円，７．９％の

減少となっている。

（４）地方債

地方債は４３，０４３百万円で，前年度に比べて３，７３７百万円，９．５％の増加

となっている。
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■歳入の状況 （単位：百万円,％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

地方税 ① 104,164 27.2 101,587 27.3 2,577 2.5

地方譲与税 ② 3,125 0.8 3,327 0.9 △ 202 △ 6.1

地方特例交付金等 ③ 263 0.1 263 0.1 0 0.0

地方交付税 ④ 99,840 26.0 100,626 27.1 △ 786 △ 0.8

地方消費税交付金等
各種交付金

⑤ 11,458 3.0 11,168 3.0 290 2.6

国庫支出金 48,606 12.7 52,756 14.2 △ 4,150 △ 7.9

県支出金 26,171 6.8 23,578 6.3 2,593 11.0

繰入金 10,469 2.7 6,763 1.8 3,706 54.8

地方債 43,043 11.2 39,306 10.6 3,737 9.5

　うち臨時財政対策債 ⑥ 14,142 3.7 14,632 3.9 △ 490 △ 3.3

その他 36,362 9.5 32,363 8.7 3,999 12.4

歳入合計 383,503 371,737 11,766 3.2

218,850 57.1 216,972 58.4 1,878 0.9

221,534 57.8 220,436 59.3 1,098 0.5

※端数処理の関係上、計や差引が合わないことがある

（参考）　①＋②＋③＋④＋⑥

区　　　分
平成26年度 平成25年度 比　　較

うち一般財源　①＋②＋③＋④＋⑤

kanrisya
タイプライタ
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■地方税の状況 （単位：百万円,％）

収入額 構成比 収入額 構成比 増減額 増減率

市町村民税 46,864 45.0 43,728 43.0 3,136 7.2

個人分 32,537 31.2 32,486 32.0 51 0.2

法人分 14,327 13.8 11,241 11.1 3,086 27.5

固定資産税 47,163 45.3 47,495 46.7 △ 332 △ 0.7

市町村たばこ税 5,487 5.3 5,732 5.6 △ 245 △ 4.3

その他 4,649 4.5 4,632 4.6 17 0.4

合計 104,164 101,587 2,577 2.5
※端数処理の関係上,計や差引が合わないことがある。

区  分
比　較平成26年度 平成25年度
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４ 歳出の状況

（１）性質別歳出の状況

平成２６年度の歳出決算額は，３６８，０１５百万円で，前年度に比べて

１０，５９３百万円，３．０％の増加となっている。

（１）義務的経費

義務的経費は１７２，９４４百万円で，前年度に比べて４，２６３百万円，

２．５％の増加となっており，歳出の構成比では４７．０％と前年度より

０．２ポイント減少している。

人件費は６３，６５７百万円で，国の要請による給与減額措置の終了などにより，

前年度に比べて１，０６４百万円，１．７％の増加となっている。

扶助費は６７，２８６百万円で，臨時福祉給付金の増加などに伴い，前年度に

比べて３，９７７百万円，６．３％の増加となっている。

公債費は４２，００１百万円で，元利償還金の減少に伴い，前年度に比べて

７７８百万円，１．８％の減少となっている。

（２）投資的経費

投資的経費は５８，６０２百万円で，前年度に比べて１，１１０百万円，

１．９％の増加となっているものの，構成比は１５.９％と，前年度より

０．２ポイント減少している。

普通建設事業費は，庁舎建設事業の終了などに伴い，前年度に比べて

３０２百万円，０．５％の減少となっている。

災害復旧事業費は，台風の影響などにより災害の規模，件数ともに大きかった

ことから，前年度に比べ１，４１２百万円，２５７．２％と大幅に増加している。

（３）その他の経費

その他の経費は１３６，４７０百万円で，前年度に比べて５，２２１百万円，

４．０％の増加となっている。

補助費等は３０，３４８百万円で，一部事務組合等への負担金の増加により，

前年度に比べて３，５９４百万円，１３．４％の増加となっている。

積立金は１４，４５０百万円で，財政調整基金などへの積立金の減少により，

前年度に比べて３，３８７百万円，１９．０％の減少となっている。

繰出金は３９，０６１百万円で，国民健康保険会計などへの繰出金の増加により，

前年度に比べて１，４２８百万円，３．８％の増加となっている。
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■性質別歳出の状況 （単位：百万円,％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

義務的経費 172,944 47.0 168,681 47.2 4,263 2.5
人件費 63,657 17.3 62,593 17.5 1,064 1.7

うち議員・委員等報酬など 5,029 1.4 4,962 1.4 67 1.4
うち職員給 42,060 11.4 40,790 11.4 1,270 3.1
うち退職金 5,894 1.6 6,515 1.8 △ 621 △ 9.5

扶助費 67,286 18.3 63,309 17.7 3,977 6.3
公債費 42,001 11.4 42,779 12.0 △ 778 △ 1.8

投資的経費 58,602 15.9 57,491 16.1 1,110 1.9

普通建設事業費 56,640 15.4 56,942 15.9 △ 302 △ 0.5
うち補助事業費 22,006 6.0 29,440 8.2 △ 7,434 △ 25.3

うち単独事業費 33,542 9.1 26,368 7.4 7,174 27.2
災害復旧事業費 1,961 0.5 549 0.2 1,412 257.2

その他の経費 136,470 36.9 131,250 36.7 △ 5,221 △ 4.0

物件費 45,729 12.4 42,591 11.9 △ 3,138 △ 7.4
補助費等 30,348 8.2 26,754 7.5 3,594 13.4
うち一部事務組合負担金 13,491 3.7 11,156 3.1 2,335 20.9

積立金 14,450 3.9 17,837 5.0 △ 3,387 △ 19.0
繰出金 39,061 10.6 37,633 10.5 1,428 3.8

うち国保会計繰出金 7,026 1.9 6,445 1.8 581 9.0
うち介護会計繰出金 11,404 3.1 11,027 3.1 377 3.4
うち後期高齢者医療会計繰出金 12,572 3.4 12,323 3.4 249 2.0

その他 6,882 1.9 6,435 1.8 447 6.9
歳出合計 368,015 357,422 10,593 3.0
※端数処理の関係上、計や差引が合わないことがある

内
　
訳

内

訳

区　　分
平成26年度 平成25年度 比　　較

内
　
　
訳
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（２）目的別歳出の状況

（１）民生費
民生費は１２４，４４３百万円で，臨時福祉給付金の増加などに伴い，前年度に

比べて７，４２５百万円，６．３％の増加となっている。

（２）衛生費
衛生費は３３，４７５百万円で，ごみ処理施設建設事業の完了などにより，

前年度に比べて３，４２３百万円，９．３％の減少となっている。

（３）土木費
土木費は３２，１４４百万円で，前年度に比べて２２７百万円，０．７％の増加

とほぼ横ばいとなっている。

（４）消防費
消防費は１６，８４８百万円で，防災関連整備事業の増加などに伴い，前年度に

比べて１，７４７百万円，１１．６％の増加となっている。

（５）公債費
公債費は４２，００２百万円で，元利償還金の減少に伴い，前年度に比べて

７７７百万円，１．８％の減少となっている。

kanrisya
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■目的別歳出の状況 （単位：百万円,％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率
総務費 55,895 15.2 51,922 14.5 3,973 7.7
民生費 124,443 33.8 117,019 32.7 7,425 6.3
衛生費 33,475 9.1 36,898 10.3 △ 3,423 △ 9.3

労働費 322 0.1 702 0.2 △ 380 △ 54.1
農林水産業費 13,157 3.6 11,999 3.4 1,158 9.7

商工費 5,844 1.6 5,378 1.5 466 8.7
土木費 32,144 8.7 31,917 8.9 226 0.7

消防費 16,848 4.6 15,101 4.2 1,746 11.6
教育費 37,545 10.2 37,915 10.6 △ 370 △ 1.0

災害復旧費 1,961 0.5 549 0.2 1,412 257.2
公債費 42,002 11.4 42,779 12.0 △ 778 △ 1.8

その他 4,379 1.2 5,243 1.5 △ 864 △ 16.5
歳出合計 368,015 357,422 10,593 3.0
※端数処理の関係上、計や差引が合わないことがある

比　　較
区　　　分

平成26年度 平成25年度

kanrisya
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５ 経常収支比率

財政構造の弾力性を表す経常収支比率は８７.１％で，前年度に比べて０．９ポイント

悪化している。

この主な要因は，経常収支比率の算出の分母となる歳入において，経常一般財源等が

増加しているものの，分子となる歳出において，人件費，扶助費等が増加したことに

よる。

85.2 85.1

87.9

89.8
89.5

92.2

91.2
91.0

91.9

90.6
89.9

84.7

87.5 87.4

86.2 87.1

83.9
83.6

84.6

87.4

87.4

90.5 90.2 90.3

92.0
91.8 91.8

89.2

90.3
90.7

90.2 91.3

80

82

84

86

88

90

92

94

96

平成

11

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

％

年度

経常収支比率の推移

県平均

全国平

均

■経常収支比率の状況 （単位：％）

平成11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

経常収支比率 85.2 85.1 87.9 89.8 89.5 92.2 91.2 91.0 91.9 90.6 89.9 84.7 87.5 87.4 86.2 87.1

うち人件費 34.4 33.3 33.8 33.8 32.7 34.1 33.0 32.1 31.6 30.4 29.5 27.2 28.2 27.0 26.1 26.3

うち扶助費 5.1 3.8 4.1 4.3 4.8 5.3 5.8 6.6 6.8 6.9 7.1 7.5 7.6 8.2 8.3 8.4

うち補助費等 9.7 9.6 9.8 9.7 9.8 9.1 8.1 7.8 8.2 8.4 8.6 7.9 8.1 8.3 8.2 8.2

うち公債費 19.0 19.0 20.2 21.0 21.2 21.9 21.9 22.4 22.9 22.4 21.5 19.6 19.6 19.3 18.5 18.3

うちその他 17.0 19.4 20.0 21.0 21.0 21.8 22.4 22.1 22.4 22.5 23.2 22.5 24.0 24.6 25.1 25.9

■経常収支比率の状況 （単位：％）

平成11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

85.2 85.1 87.9 89.8 89.5 92.2 91.2 91.0 91.9 90.6 89.9 84.7 87.5 87.4 86.2 87.1

83.9 83.6 84.6 87.4 87.4 90.5 90.2 90.3 92.0 91.8 91.8 89.2 90.3 90.7 90.2 91.3

区　　分

年　度

県平均

全国平均
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６ 実質公債費比率

実質公債費比率は８．０％（加重平均）で，前年度より０．７ポイント改善しており，

８年連続の減少となっている。

この主な要因は，実質公債費比率の算定において，分子となる地方債の元利償還金が

減少したことによる。

なお，実質公債費比率が１８％以上の地方債許可団体はない。

■実質公債費比率の推移 （単位：％）

区分 平成17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

県平均 14.3 14.6 14.1 12.8 12.2 11.3 10.3 9.5 8.7 8.0

全国平均 14.8 15.1 12.3 11.8 11.2 10.5 9.9 9.2 8.6 8.0

14.3
14.6

14.1

12.8

12.2

11.3

10.3

9.5
8.7

8.0

14.8

15.1

12.3

11.8

11.2

10.5

9.9

9.2

8.6
8.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

平成17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 年度

実質公債費比率の推移

県平均

全国平均
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７ 地方債現在高の状況

地方債現在高は３７７，３９７百万円で，前年度末に比べて５，３７３百万円，

１．４％の増加となっており，平成１５年度末をピークとして９年連続で減少していた

が，昨年度に引き続き，２年連続で増加となっている。

地方債の種類別では，「過疎債・辺地債」の現在高は引き続き減少しているものの，

地方交付税の不足分を補う「臨時財政対策債」，旧合併特例事業債を含む

「一般単独事業債」の現在高は増加している。

なお，地方債発行額は４３，０４３百万円で，前年度に比べて３，７３７百万円，

９．５％の増加となっている。

■地方債現在高の状況 （単位：百万円）

区　分 平成11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

臨時財政対策債 0 0 4,997 14,939 34,181 47,823 58,150 66,081 72,606 77,461 86,395 100,829 109,372 117,951 125,398 132,077

過疎債・辺地債 67,261 69,658 71,654 72,233 71,002 71,421 70,954 68,634 65,733 65,631 61,946 57,657 54,972 51,966 48,383 45,828

一般単独事業債 137,490 144,548 150,186 148,388 142,426 135,277 129,382 121,738 117,883 111,153 110,166 106,624 106,082 106,306 109,284 116,534

その他 179,538 176,872 176,239 172,423 167,905 160,029 154,328 148,323 138,734 128,233 118,286 109,233 100,557 94,472 88,959 82,958

合計 384,289 391,078 403,076 407,983 415,514 414,550 412,814 404,776 394,956 382,478 376,793 374,343 370,983 370,695 372,024 377,397

(参考)
地方債発行額

44,735 40,107 47,208 42,975 46,640 37,553 34,917 32,959 32,549 30,394 35,829 38,902 37,089 39,043 39,306 43,043
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８ 基金の年度末現在高の状況

基金の年度末現在高は１６７，１４６百万円で，前年度末に比べて４，６４６百万円，

２．９％の増加となっている。

基金の種類別では，「財政調整基金」は７２，９０３百万円で，前年度末に比べて

５，１３６百万円，７．６％の増加となっている。

「減債基金」は３６，１２２百万円で，前年度末に比べて２，３２１百万円，６．９％

の増加となっている。

また，「その他特定目的基金」は５８，１２１百万円で，前年度末に比べて

２，８１１百万円，４．６％の減少となっている。

■基金残高の状況 （単位：百万円）

区　分 平成11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

財政調整基金 24,671 27,253 26,577 27,409 28,961 25,916 24,528 28,587 31,863 35,991 40,719 49,987 57,060 62,756 67,767 72,903

減債基金 25,438 27,665 26,746 24,729 22,528 17,729 16,633 17,306 17,970 17,951 19,561 25,519 28,296 31,045 33,801 36,122

その他特定目的基金 49,406 42,090 41,902 39,282 38,304 34,147 35,819 36,529 38,410 41,646 43,697 49,185 52,768 57,182 60,932 58,121

合計 99,515 97,008 95,225 91,420 89,793 77,792 76,980 82,422 88,243 95,588 103,977 124,692 138,124 150,984 162,500 167,146

※端数処理の関係上、計が合わないことがある
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徳島市 98,154,795 95,360,791 2,794,004 1,476,910 1,317,094 842,893 15,635 0 0 858,528

鳴門市 23,758,498 23,004,488 754,010 101,452 652,558 334,119 400,891 5,350 400,000 340,360

小松島市 15,253,451 15,090,833 162,618 101,672 60,946 11,243 171,629 4,497 0 187,369

阿南市 37,813,178 36,478,751 1,334,427 573,980 760,447 242,117 359,406 0 0 601,523

吉野川市 20,604,838 19,643,444 961,394 96,367 865,027 35,841 70,000 185,940 0 291,781

阿波市 25,878,094 25,205,904 672,190 264,451 407,739 △ 5,685 852,064 0 550,000 296,379

美馬市 24,127,116 23,200,444 926,672 489,516 437,156 △ 157,341 955,794 0 0 798,453

三好市 28,152,077 27,053,931 1,098,146 157,328 940,818 113,842 761,155 224,571 0 1,099,568

勝浦町 4,163,230 3,689,461 473,769 59,061 414,708 △ 193,743 202,761 0 0 9,018

上勝町 3,233,948 2,932,429 301,519 101,216 200,303 2,367 179,000 0 0 181,367

佐那河内村 2,606,641 2,498,879 107,762 58,273 49,489 △ 11,023 1,355 115,834 0 106,166

石井町 9,760,812 9,232,818 527,994 76,057 451,937 92,315 181,000 0 117,000 156,315

神山町 4,965,816 4,768,692 197,124 42,129 154,995 1,562 460,000 0 0 461,562

那賀町 13,691,611 11,948,899 1,742,712 360,128 1,382,584 174,772 12,349 0 0 187,121

牟岐町 4,250,573 3,748,041 502,532 29,581 472,951 65,111 540,000 0 540,000 65,111

美波町 5,929,094 5,692,685 236,409 67,034 169,375 △ 32,097 10,000 0 0 △ 22,097

海陽町 8,389,482 8,026,385 363,097 75,050 288,047 86,782 500,780 166,132 0 753,694

松茂町 5,701,591 5,601,859 99,732 33,414 66,318 1,349 409,010 0 130,000 280,359

北島町 7,005,773 6,745,456 260,317 5,816 254,501 △ 239,449 188,905 0 0 △ 50,544

藍住町 10,094,733 9,761,132 333,601 110,270 223,331 △ 76,735 0 0 0 △ 76,735

板野町 6,763,360 6,363,345 400,015 15,057 384,958 36,887 319,395 0 213,396 142,886

上板町 5,023,497 4,660,545 362,952 229,676 133,276 △ 89,034 55,651 0 0 △ 33,383

つるぎ町 8,810,412 8,473,314 337,098 52,146 284,952 △ 10,562 3,342 0 0 △ 7,220

東みよし町 9,370,454 8,832,316 538,138 110,080 428,058 △ 56,938 424,431 11,500 267,426 111,567

市計 273,742,047 265,038,586 8,703,461 3,261,676 5,441,785 1,417,029 3,586,574 420,358 950,000 4,473,961

町村計 109,761,027 102,976,256 6,784,771 1,424,988 5,359,783 △ 248,436 3,487,979 293,466 1,267,822 2,265,187

合計 383,503,074 368,014,842 15,488,232 4,686,664 10,801,568 1,168,593 7,074,553 713,824 2,217,822 6,739,148

実質収支
単年度

収　支
積立金

繰　上

償還額

積立金

取崩し額

実　質
単年度
収　支

平成２６年度市町村普通会計の決算収支の状況

（単位：千円）

市町村名 歳入総額 歳出総額
歳入歳出

差　　引

翌年度に
繰り越す
べき財源
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(単位：％）

H26比率 H25比率

(H26～H24 (H25～H23
3ヶ年平均) 3ヶ年平均)

徳 島 市 90.7 90.8 6.8 6.9

鳴 門 市 92.9 94.1 15.6 15.5

小 松 島 市 92.6 92.4 13.6 15.0

阿 南 市 84.2 83.6 7.0 7.9

吉 野 川 市 88.0 87.6 10.9 11.7

阿 波 市 83.2 81.4 6.4 7.6

美 馬 市 86.9 83.9 8.2 8.6

三 好 市 84.3 84.6 8.7 10.3

勝 浦 町 74.6 77.2 7.4 8.6

上 勝 町 86.7 81.2 4.6 5.0

佐那河内村 80.5 77.0 9.9 11.9

石 井 町 88.6 86.2 7.4 7.9

神 山 町 77.7 76.4 3.5 4.0

那 賀 町 77.1 72.6 7.4 9.3

牟 岐 町 92.1 87.8 6.4 6.1

美 波 町 86.6 84.8 6.1 6.6

海 陽 町 74.8 72.0 3.4 4.8

松 茂 町 77.6 76.9 1.5 2.4

北 島 町 80.9 77.6 2.8 3.5

藍 住 町 89.9 87.1 5.9 7.1

板 野 町 87.8 92.9 11.9 12.4

上 板 町 86.9 84.1 8.0 9.7

つ る ぎ 町 92.0 90.9 9.0 9.7

東みよし町 88.2 86.5 9.0 10.7

合 計 [ 加 ] 87.1 86.2 8.0 8.7

合 計 [ 単 ] 85.2 83.7 7.6 8.5

市 計 [ 単 ] 87.9 88.0 9.7 10.4

町村計 [単 ] 83.9 82.0 6.5 7.5

注　計欄の［単］は単純平均、［加］は加重平均

実質公債費比率

主要財政指標の状況

経常収支比率

区　分
H26決算 H25決算
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（単位：千円）

平成２６年度末 平成２５年度末 増　　減

Ａ
うち
財政調整基金

うち
減債基金

うち
その他特定
目的基金 Ｂ Ａ－Ｂ

徳島市 9,199,479 4,814,569 1,494,411 2,890,499 8,481,367 718,112

鳴門市 3,301,241 1,484,573 608,337 1,208,331 3,781,167 △ 479,926

小松島市 3,234,060 1,902,364 1,109,502 222,194 3,108,926 125,134

阿南市 24,079,651 13,711,489 3,582,571 6,785,591 25,859,436 △ 1,779,785

吉野川市 10,806,678 2,495,000 4,150,000 4,161,678 9,934,420 872,258

阿波市 12,103,925 3,993,989 2,756,719 5,353,217 11,711,749 392,176

美馬市 8,420,521 3,541,336 1,567,372 3,311,813 7,467,870 952,651

三好市 17,941,094 6,146,030 6,051,399 5,743,665 16,676,935 1,264,159

勝浦町 3,022,502 2,292,975 378,051 351,476 2,779,472 243,030

上勝町 4,359,779 2,558,000 1,245,000 556,779 4,172,755 187,024

佐那河内村 3,283,660 1,396,258 497,895 1,389,507 3,296,424 △ 12,764

石井町 4,801,969 2,532,000 1,223,000 1,046,969 5,048,183 △ 246,214

神山町 7,788,184 4,843,843 918,715 2,025,626 7,416,507 371,677

那賀町 12,163,424 4,422,165 2,329,493 5,411,766 11,624,996 538,428

牟岐町 858,971 710,129 141,753 7,089 858,187 784

美波町 3,870,420 2,376,157 637,963 856,300 3,809,102 61,318

海陽町 6,957,212 2,194,657 1,847,615 2,914,940 6,558,122 399,090

松茂町 5,563,708 2,769,010 109,147 2,685,551 5,714,767 △ 151,059

北島町 3,945,286 2,294,751 537,960 1,112,575 3,477,243 468,043

藍住町 4,131,383 616,403 292,811 3,222,169 4,031,578 99,805

板野町 3,612,720 668,713 674,850 2,269,157 3,631,574 △ 18,854

上板町 2,608,561 1,396,453 522,380 689,728 2,678,258 △ 69,697

つるぎ町 5,406,455 1,220,762 1,912,368 2,273,325 5,201,820 204,635

東みよし町 5,685,044 2,521,655 1,532,318 1,631,071 5,178,686 506,358

市計 89,086,649 38,089,350 21,320,311 29,676,988 87,021,870 2,064,779

町村計 78,059,278 34,813,931 14,801,319 28,444,028 75,477,674 2,581,604

合計 167,145,927 72,903,281 36,121,630 58,121,016 162,499,544 4,646,383

平成２６年度末　基金残高の状況

市町村名
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